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研究成果の概要（和文）：　スクールカウンセラー等の心理職を有効に活用するシステムの提示が本研究の目的である
。そこで，まず心理職活用に深くかかわる学校の管理職や主任層及び市町村教育委員会の指導主事等を対象として研究
を行った。その結果，心理職活用の「心理職の評価」がチーム援助行動を促進することが示唆された。また，心理職活
用はチーム援助体制及び学校マネジメントより大きな影響を受けていた。つまり,学校マネジメント，チーム援助体制
を整えることが心理職活用につながりチーム援助行動を促進することが示唆された。心理職活用尺度(学校用)及び(相
談機関用)は，心理職が有効に活用できているかどうかのチェックリストとしての活用が可能である。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to develop a system for the effective use of psych
ologists such as school counselors. We conducted a survey on school executives, chiefs, and supervisors of
 municipal boards of education. The result of the survey suggested that the evaluation of school psycholog
ists facilitated actions for team support, and that the use of psychologists was heavily affected by the p
olicy for team support and the school management. The scales for the use of school psychologists designed 
for schools as well as for consulting centers will serve as a checklist for the effective use of psycholog
ists.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 学校コミュニティ（学校を中心とする市町
村教育委員会単位の地域・社会）の中でスク
ールカウンセラー等の心理職（スクールカウ
ンセラー（以下，SC とする），心の教育相談
員，ボランティア相談員や学生相談員等をさ
す，以下「心理職」とする）に対するニーズ
が高まっている。そして，我が国でも，平成
7 年度より，学校現場への心理職の導入とし
て，文部省（現，文部科学省）によって全国
の公立中学校に SC の配置が始まっている。 
 学校コミュニティの中心である学校は，従
来教職員のみで構成されてきた。その学校組
織に異業種の，それも非常勤の心理職を受け
入れることは学校側にも多くの戸惑いを引
き起こしている（伊藤，2002）。どのように
学校組織の中で心理職を位置づけ，活用して
いけばよいのかに関する包括的・実証的な研
究はみられず，個々の管理職及び個々の心理
職の力量にゆだねられているのが現状であ
る 。 米 国 に お い て も ， Thomas & 
Stephan(2002)は，学校のマネジメントを行
い，継続的に学校改革を進める際，個々の学
校が計画的・系統だった組織的発達や戦略的
計画立案のプロセスに取り組むことが困難
であると述べ，さらに，学校改革に基づいた
心理職の計画的活用の必要性を強調する。現
在の日本の学校における心理職の活用につ
いて言えば，管理職もしくは心理職が異動す
れば，その学校ではまた白紙に近い状態から
心理職の活用方法，心理職の仕事のあり方を
考えていかなければならない。学校によって
は，心理職と学校側を橋渡しする担当者がい
ない，あるいはいても機能していない場合も
ある。また，心理職が学校側のニーズを考慮
せずに独自な考えで動き，学校側の信頼を得
られずに孤立する状況も報告されている（伊
藤・中村，1998）。 
 先述のように，我が国でも学校現場への
SC の配置事業が定着しつつある（堀尾，
2012）。しかし，我が国の学校コミュニティ
の中で心理職を活用するための効果的なシ
ステムの開発は未開拓の分野であり，学校心
理学(石隈，1999)およびコミュニティ心理学
(山本，1986)における緊急課題と考えられる。
これまでの研究では，児童生徒，保護者，教
員への SC に対するニーズ調査が行われてい
るが（例えば，石隈・小野瀬，1997；山口・
水野・石隈，2004 など），管理職，ミドルリ
ーダー及び市町村教育委員会（以下，教育委
員会）への調査はみられない。管理職，ミド
ルリーダー及び教育委員会の方針は心理職
の活用システムを作っていく上で極めて重
要な位置を占めている。 
学校改革，システム作成のためには，「マ

ネジメント委員会」を中心とする学校組織へ
の介入が効果的である(Chiristpeels,Castillo 
& Brown，2000；小島，2007；Poter，2008；
Richard & Martin，1979；Scott，2000；山
口・石隈，2009，2010)。ここで言う「マネ

ジメント委員会」とは，学校心理学における
心理教育的援助サービスの一つのレベルを
指す。企画・運営委員会などがこれに当たり，
カリキュラムや援助サービスのマネジメン
トを行う（山口・家近・樽木・石隈，2010）。
また，ミドルリーダー（主任層）の役割に関
する研究として，衛（1993）は，学年主任の
リーダーシップを取り上げ，学年主任の学校
と教員の「つなぎ役」としての重要性を言及
している。 
 学校コミュニティにおいて心理職に求め
られるものとして，1）児童生徒・保護者の
相談，2）教員・保護者へのコンサルテーシ
ョン，3）心理教育プログラムの提供，4）危
機介入・緊急対応，5）地域援助，6）システ
ム構築，の 6 つがあげられている（石隈，
1999）。このうち 1）～4）については，心理
臨床の知見に基づき，研究が次第に積み重ね
られつつある。しかし，5）地域援助，6）シ
ステム構築（心理職活用システムはその一つ
であり，ここでいう心理職活用システムとは，
心理職を活用するルール・体制・組織を含む）
に関する研究はその必要性が指摘されなが
らも極めて少なく，様々な試みが事例的に報
告されている状況にある（例えば，西山・迫
田・淵上，2008）。また，システム構築にあ
たっては，非常勤の心理職が一人ひとりで開
拓していくことは現実的に難しい状況にあ
り，学校を中心とするコミュニティの中で考
えていかなければならない課題と考えられ
る。特に，管理職，教育委員会などの管理者
側がどのように心理職を位置づけ，効果的に
活用するかは，システム構築の主要な部分を
占めるが，先述のように，学校組織における
心理職活用に関しては，包括的・実証的研究
はみられず，それぞれの学校の管理職による
采配，または心理職の力量に任されているの
が現状である。 
 そこで，学校コミュニティにおける心理職
の効果的活用のため，心理職の活用システム
の開発のための知見を得ることにした。 
 
２．研究の目的 
 学校組織において心理職に対するニーズ
が高まる一方で，心理職をどのような位置づ
けて活用していけばよいのかに関する包括
的・実証的な研究はみられず，個々の管理職
及び心理職の力量にゆだねられているのが
現状である。これまでスクールカウンセラー
へのニーズ調査は行われているが，心理職の
活用システムをつくっていく上で極めて重
要な位置を占める管理職，ミドルリーダー及
び市町村教育委員会への調査はみられない。
以上をふまえ，心理職活用システムの開発の
ための知見を得ることを本研究の目的とし
た。 
 
３．研究の方法 
 小・中・高等学校の管理職，市町村教育委
員会の指導主事を対象として面接調査とア



ンケート調査を実施することで，心理職活用
の現状と課題を明らかにする（研究１）。 
 研究１をもとに心理職活用のシステムの
項目をつくり，アンケート調査からそのコン
テンツを明らかにする（研究２）。 
 小・中・高等学校及び市町村教育委員会の
援助サービスに関する企画・運営委員会に参
加し，実践的研究を進める。その際，研究２
で抽出された心理職の活用システムのコン
テンツの妥当性を確認しながら，修正改善を
目指す（研究３）。 
 
４．研究成果 
(1)研究１について 
研究１は，①学校コミュニティにおける心

理職活用システムに関する基礎的研究―修
正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ
によるカテゴリーの生成―，②学校コミュニ
ティにおける心理職活用システムの作成―
学校管理職のインタビュー調査から―より
構成される。 

①において，調査は，3 つの機関におけ
る計７名が対象とされた。調査時期は，2011
年 7 月～8 月であった。研究代表者によっ
て，調査対象者（グループ面接）に半構造
化面接が実施された。分析方法として，質
的研究法の 1つである修正版グラウンデッ
ド・セオリー・アプローチ（木下,2007 が
用いられた。その結果，28 の概念が抽出さ
れ，9 つの下位カテゴリーに統合された。
そしてそれらは，さらに 5つの上位カテゴ
リー≪学校の運営≫≪行政のマネジメント
≫≪心理職の雇用と資質≫≪連携の推進≫
≪研究の蓄積≫に統合された。これらの上
位カテゴリーは，≪学校の運営≫が，≪行
政のマネジメント≫≪心理職の雇用と資質
≫＜連携の推進≫と相互に影響し合ってい
ることが示唆された。 
②においては，小学校，中学校，高等学

校における管理職（校長 3名，教頭 3名）
計 6名を調査対象とし，聞き取り調査を行
い，現状の課題について整理し，心理職活
用システムのあり方について探索的に検討
した。その結果，36 の概念が得られ，8の
下位カテゴリー，5 の上位カテゴリーにま
とめられた。上位カテゴリー《学校の体制》
は《連携の推進》，《コーディネーターの資
質と役割》と相互に影響していた。学校の
組織全体で支援体制の基礎作りを行うこと
で，学校と心理職，学校と保護者の連携が
より円滑に行うことができると考えられ，
さらに学校内のコーディネーターが，学校
組織全体の連携体制をマネジメントするこ
とによって効果的な支援が行われているこ
とが予測される。 
(2)研究２について 
 研究２は，③学校コミュニティにおける心
理職活用に関する基礎的研究―心理職活用
尺度項目(学校用)の検討―，④学校コミュニ
ティにおける心理職活用システムに関する

基礎的研究―心理職活用尺度（相談機関用）
の作成を中心として―から構成される。 
③においては，研究(1)にて，学校組織に

おける心理職の有効活用に関する質問項目
及び児童生徒の問題行動への対応困難度に
関する質問紙を作成した。そして，研究(2)
において作成した質問紙を基に，主に学校組
織の責任者である管理職及びミドルリーダ
ー926 名を調査対象者として，学校コミュニ
ティにおける心理職の効果的な活用システ
ムのための尺度開発に関する検討を行った。
その結果，心理職活用尺度（学校用）及び児
童生徒問題対応困難尺度（学校用）が作成さ
れた。心理職活用尺度（学校用）は「心理職
の評価」，「心理職の有用性」，「心理職の活用
体制」の 3因子で構成された。 
Cronbach のα係数を算出した結果，いずれ

の因子も十分な内的一貫性が示された。また，
妥当性を検討するため，確認的因子分析を行
った結果，妥当性が確認された。 
④において，心理職の活用システムに関す

る尺度及び児童生徒の問題行動への対応困
難度に関する尺度を作成し，心理職の活用シ
ステムについて検討することを目的とした。
まず市町村教育委員会管轄の相談機関担当
の指導主事・職員及び相談業務を行う心理職
（相談員など），学校を中心に勤務する SC な
どの心理職を対象として，心理職の有効活用
に関する質問項目及び児童生徒の問題行動
への対応困難度に関する質問項目を収集・選
定して，質問紙を作成した。次に，作成した
質問紙を用いて調査を行い，心理職活用尺度
（相談機関用）及び児童生徒問題対応困難度
尺度（相談機関用）を作成した。作成した尺
度を用いて心理職の活用について検討した
ところ，所属の違いによって困難度の認識が
違う可能性が示唆された。 
(3)研究３について 
 研究３は，⑤心理職活用，学校マネジメン
ト，チーム援助体制及びチーム援助行動の関
係に関する研究，⑥A 中学校においての実践
的研究，から構成される。 
⑤においては，心理職の活用システムに関

する尺度,チーム援助の体制に関する尺度,
チーム援助行動に関する尺度及び学校マネ
ジメントに関する尺度を作成し，心理職の活
用システムについて検討することを目的と
した。心理職活用尺度（学校用）では「心理
職の評価」,｢心理職の活用｣及び「心理職の
活用体制」の 3因子，チーム援助体制尺度で
は「学年会･委員会の活用体制」,「学年会・
委員会の会議の運営」,「保健室･相談室の活
用体制」及び「スクールカウンセラー等の活
用体制」の 4因子が抽出された。チーム援助
行動尺度では「チーム援助への積極的関与」
及び「チーム援助での役割遂行」の 2因子が
抽出されている。そして，マネジメント尺度
では「情報共有・問題解決」,「教育活動の
評価」及び「校長の意志の共有」の 3因子が
抽出されている。4 尺度の関係モデルを検討



した結果,心理職の評価が高くなるとチーム
援助行動が促進されることが示唆された。 
⑥においては，主に，管理職及びミドルリ

ーダーに介入をし，学校コミュニティのチー
ム体制，マネジメント機能と心理職活用との
関係について検討することを目的とした。チ
ーム援助体制尺度では「保健室・相談室の活
用体制」，チーム援助行動尺度では「援助チ
ームへの積極的関与」と「援助チームでの役
割遂行」，心理職活用尺度（学校用）では，「心
理職の評価」と「心理職の有用性」の各下位
尺度において，介入後の方が得点が高くなっ
た。介入したことで生徒の情報や，具体的な
支援策も共有できたためであると考えられ
る。また，生徒指導部委員会に参加した教員
3 名の介入前と介入後の下位尺度の平均得点
を比較した結果，「情報共有・問題解決」は
いずれの教員の得点も上がった。これは，介
入をしたことで生徒の情報を共有でき，問題
解決をするために話し合いを行うことの利
点が示唆された。 
(4)総合考察 
スクールカウンセラー等の心理職を有効

に活用するシステムの提示が本研究の目的
である。そこで，まず心理職活用に深くかか
わる学校の管理職や主任層及び市町村教育
委員会の指導主事・相談員・職員を対象とし
て研究を行った。 
 第一に，心理職活用に関する現状，問題を
明らかにするために質的研究法で現状や問
題点を検討した。 
第二に，質的研究法のデータを基に心理職

活用尺度(学校用)及び(相談機関用)を作成
した。 
第三に，心理職活用を促進したり阻害した

りする要因を明らかにするため，学校マネジ
メント，チーム援助体制，チーム援助行動及
び心理職活用の関係を検討した。 
その結果，心理職活用の「心理職の評価」

がチーム援助行動を促進することが示唆さ
れた。また，心理職活用はチーム援助体制及
び学校マネジメントより大きな影響を受け
ていた。つまり,学校マネジメント，チーム
援助体制を整えることが，心理職活用につな
がりチーム援助行動を促進することが示唆
された。 
心理職活用尺度(学校用)及び(相談機関

用)は，心理職が有効に活用できているかど
うかのチェックリストとしての活用が可能
である。 
実践的研究において，対象校が 1校であっ

た。なお，介入方法としては心理職が生徒指
導委員会においてコンサルテーションを実
施することだけであった。今後は調査対象校
を増やすとともに，介入方法の工夫が求めら
れる。 
また，本研究においては教育委員会におけ

る心理職活用のマネジメントに関する委員
会への介入はなされなかった。今後は，教育
委員会のマネジメント委員会に参加・介入す

ることによって，心理職の効果的な活用モデ
ルを探索することが望まれる。 
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